様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　2023年 12月 20日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）ぱなそにっく ほーるでぃんぐすかぶしきがいしゃ
一般事業主の氏名又は名称 パナソニック ホールディングス株式会社
（ふりがな）くすみ　ゆうき
             　　　　（法人の場合）代表者の氏名 　　 楠見 　　雄規   印   

住所　〒571-8501　大阪府門真市大字門真1006番地
法人番号　5120001158218　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書 2023

	公表日
	　　　　2023年　9月　26日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公開
https://holdings.panasonic/jp/corporate/investors/pdf/annual/2023/pana_ar2023j_a4.pdf
（P.7-10）

	記載内容抜粋
	■パナソニックの使命（P.7）
「物心一如の繁栄」、すなわち「物と心が共に豊かな理想の社会」の実現
 
■パナソニックグループが目指す今後の方向性（P.8-9）
1.「地球環境問題の解決」への貢献（P.8）
・長期環境ビジョン「Panasonic GREEN IMPACT」を掲げ、2050年までに現在の世界のCO2総排出量の約1%にあたる3億トン以上の削減を目指します。

· 2030年までに全事業会社のCO2排出量の実質ゼロ化に加え、約1億トンのCO2を削減
· 2050年までに社会のCO2排出量約2億トンの削減に貢献
・当社は、CO2削減貢献量の価値を国際的に認知いただくための活動の推進に加え、電化、省エネ、エネルギー転換、資源循環にかかる当社グループの知見と技術力の向上・活用により、自社バリューチェーン全体のCO2削減貢献量の拡大に取り組みます。
・この達成に向け、大きな環境貢献が期待できる３つの事業の内、地球環境問題への貢献度合いが大きく、競争優位性に大きな進展があった車載電池事業を、この先10年を見据え、当社グループとして重点的に戦略投資をし、地球環境問題の解決に資する事業を拡大させます。
· 投資領域は、車載電池、空質・空調、サプライチェーンマネジメントソフトウエアの３つ
· 特に車載電池事業は、グループ全体のCO2削減貢献量の約6割を占める
 
2.「お客様お一人おひとりの生涯にわたる健康・安全・快適」にお役立ちを果たすこと（P.9-10）
・当社グループの総合力を発揮し、多様なお客様お一人おひとりのくらしに合わせた価値を提案する「くらしのソリューション・プロバイダー」となることを目指します。
・当社グループが有する、お客様との多様な接点とデジタル・AIを応用・進化させた技術の活用を掛け合わせて、お客様の生涯にわたる健康・安全・快適へのお役立ちを果たします。
・また、持株会社であるパナソニック ホールディングス株式会社に「PanasonicWELL本部」を設立、その指揮をグーグルやアップルでも活躍した執行役員の Yoky Matsuoka（松岡陽子）が担当し、長期的な視点で、グループ横断の取り組みを加速します。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で決議された職務権限規程に基づき権限委譲された責任者（各担当執行役員）の承認を経て公表




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	パナソニックグループのDX

	公表日
	　　　2022年　2月　25日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公開
https://holdings.panasonic/jp/corporate/about/dx/pdf/group-dx.pdf

パナソニックグループのDX
DX全体像（P.2）
1 お客様サービスのDX（P.3-6）
2 事業オペレーションのDX（P.7-13）

	記載内容抜粋
	パナソニックの使命である「物と心が共に豊かな理想の社会」の実現に向け、「事業の競争力強化」を実現すべく、「①お客様サービスのDX」と「②事業オペレーションのDX」を推進。（P.2）
①お客様サービスのDX（P.2、詳細はP3-6）
デジタル技術を活用して「くらし」と「しごと」にお役立ちをご提供
②事業オペレーションのDX（P.2 詳細はP.7-13）
「ITの変革」「オペレーティング・モデルの変革」「カルチャーの変革」の3階層のフレームワークで推進

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を経て公表




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	パナソニックグループのDX
PX推進体制・ガバナンス（P.14）
人材確保・育成に向けた取組み（P.12）
外部組織との関係構築・協業（P.12）

	記載内容抜粋
	■PX推進体制・ガバナンス（P.14）
PXを経営のアジェンダの中に常に置き、グループCEOがオーナーとなり、グループCIOがPX推進リーダーとして事業会社と整合を図りながら、PX活動を推進。

■人材確保・育成に向けた取組み（P.12）
＜人材マネジメント刷新＞
顧客起点かつ専門性を備えた自律的なハイケイパビリティ人材がグローバルに活躍している状態を目指す
＜Agile変革＞
自律化チームが、顧客起点で柔軟・俊敏に成果を出し続
ける働き方がグループ全体に定着している状態を目指す

■外部組織との関係構築・協業（P.12）
＜グローバルベンダーガバナンス＞
グローバルなIT先端企業との戦略関係が構築され、価値ある技術を最適なコストで活用されている状態を目指す
・戦略パートナーとの戦略整合、調達ガバナンスの徹底
・集中契約・集中購買に向けた包括スキーム構築　



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	パナソニックグループのDX
ITの変革（P.9）

	記載内容抜粋
	４つの変革を推進し、業務のオペレーション力を高め、事業競争力を強化。
■レガシーの脱却（モダナイゼーション）
・1,200の個別最適なレガシーシステムは、経済合理性を踏まえて整理・統合
・ユーザーインターフェースは近代化（APIレイヤで吸収）
■データドリブン基盤の構築
・グループとしての企業価値向上に向けた事業横断でのデータ活用基盤の整備
・データ取得から廃棄に至る一連のエンジニアリングプロセスを整備
■クラウド活用（ベストハイブリット）
・クラウドとオンプレの特性を活かし、ベストなプラットフォームとして最適活用
・新規事業・サービスでは、ローンチスピードアップに向け、パブリッククラウドを最大限活用
■SCM最適化
・SCMプロセス見直し：ビジネスモデルごとに、SCMプロセスを一気通貫で見直し
・マスタの統合：SCM最適化に必要最低限のマスタをMDMシステムで統合管理



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	パナソニックグループのDX

	公表日
	　　　2022年　2月　25日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公開
https://holdings.panasonic/jp/corporate/about/dx/pdf/group-dx.pdf
パナソニックグループのDX
1 お客様サービスのDX（P.3,4,6）
2 事業オペレーションのDX：製造DX、調達DX（P.10）
3 事業オペレーションのDX：オペレーティング・モデル変革（P.12）

	記載内容抜粋
	PX推進に向け、「①お客様サービスのDX」「②事業オペレーションのDX」の各々について成果を測る指標を設定。
（例）
②事業オペレーションのDX：製造DX、調達DX（P.10）
・製造DX…人生産性：50％向上、面積生産性：70％向上、リードタイム：50％短縮　など
・調達DX…部品調達費削減率：12% （2025年度）　など



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　2022年　2月　25日


	発信方法
	当社ホームページ上で公表
「PXによって経営のスピードと質を高める」
https://holdings.panasonic/jp/corporate/about/dx.html

	発信内容
	DX戦略の公表と併せて、現時点の取り組み概況についてグループCEOからメッセージを発信。
『デジタルと人の力で「くらし」と「しごと」を幸せにする。
DX（デジタルトランスフォーメーション）の急速な進展は、いまや企業の将来存続を左右するほど重要な経営の鍵となっています。パナソニックグループが、持続的な成長と企業価値向上を果たしていくためには、“デジタルによる変革” を経営の重点アジェンダとして位置付け、社会へのお役立ちをより一層高めていくことが重要であると確信しています。
パナソニックグループ全体としてのDXの加速によって、グループの事業の成⾧に直結するビジネスモデルや業務プロセスのあり方、社員の働き方をデジタル技術やＩＴの徹底活用で変革し、経営のスピードと質を高めてゆきます。
①お客様への提供価値を継続的に高める「お客様サービスのDX」、②社内業務を徹底的に洗練させる「事業オペレーションのDX 」の２つ側面から形成されるパナソニックのDXを “PX： Panasonic Transformation” として、昨年より私自身がオーナーとして、本格的に始動しました。
PXのスローガンは『デジタルと人の力で「くらし」と「しごと」を幸せにする』。お客様や私たちの大切なくらしと、大切なしごと。その日常をデジタルという技術と私たちの力でさらに幸せにする。その様な思いが込められており、これは当社が考える「物と心が共に豊かな理想の社会」を目指すことと整合しています。
パナソニックグループ全体の変革プロジェクトであるPXを、グループ全員がそれぞれに、その先に目指す姿を思い描きながら、ワクワクしながら進めていきたいと考えています。』



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　2023年　10月頃　～　2023年　12月頃

	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトに登録済み。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　2004年　3月頃　～　現在


	実施内容
	・「情報セキュリティ基本方針」の下、ITセキュリティに関する全社共通ルールを策定、整備し、遵守徹底を図っています。
・安定した事業継続を図るためのサイバー攻撃の早期検知と、万が一サイバー攻撃を受けた場合の被害の最小化を担う、専門部隊としてCSIRT組織を設置。CSIRTは、製品(PSIRT)/工場セキュリティ(FSIRT)の活動と連携しています。
・技術的な対策については、境界型謀防御対策としてメールシステムの入口対策、インターネツト通信(Webアクセス監視・フィルタリング)の出口対策、エンドポイントのPCセキュリティ対策などをグローバルに実施している。今後も引き続き、ゼロトラストセキュテリィ対策の更なる強化に向け推進していきます。
・Webサイトのセキュリティ対策として、定期的な脆弱性検査を実施しています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

